
令和７年度五領川下水道事業会計予算

五領川公共下水道事務組合





議案第２号

　（総 則）

第１条  令和７年度五領川下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。

　(１) ２，４６１ 戸

　(２) ７７８，０００ ｍ
3

　(３) ８４７，０００ ｍ
3

　(４) １，７１１，０００ ｍ
3

　（収益的収入及び支出）

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

　第１款  下水道事業収益 ５３７，２６０ 千円

　　第１項 ２９４，１１７ 千円

　　第２項 ２４３，１４３ 千円

支 出

　第１款  下水道事業費用 ５１９，４２０ 千円

　　第１項 ５０３，５２４ 千円

　　第２項 １５，５２６ 千円

　　第３項 ３７０ 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 (資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１３９，３００千円は当年度分消費税

　及び地方消費税資本的収支調整額１０，０８９千円、減債積立金取崩し額１，７６３千円、建設改良積立金取崩し額３５，２６０千円及び過年度分損

　益勘定留保資金９２，１８８千円で補てんする。)

令和７年度 五領川下水道事業会計予算

営 業 収 益

営業外収益

営 業 費 用

排 水 戸 数

年 間 総 排 水 量

年間受託汚水量

年 間 処 理 水 量

営業外費用

予 備 費



収 入

　第１款  資本的収入 ２６７，０７０ 千円

　　第１項 １７０ 千円

　　第２項 １６７，９００ 千円

　　第３項 ９９，０００ 千円

支 出

　第１款  資本的支出 ４０６，３７０ 千円

　　第１項 ２１９，２９６ 千円

　　第２項 退職手当組合積立金 ２，３８０ 千円

　　第３項 企業債償還金 １８４，６９４ 千円

　（企業債）

第５条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(１)　下水道事業費用の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款内各項の金額の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

　議会の議決を経なければならない。

　(１)　職員給与費　２８，７３６千円

(注１)　ただし、利率見直し方式で借り入れる場合について、利率見直しを行った後においては、当該見直し後の利率、なお予算
      繰越に係る未発行の企業債については、借入限度額の範囲内において、翌年度以降に発行することができる。

 公共下水道事業債

 資本費平準化債

年３．０％ 以内
(注１)

 証書借入
又は証券発行

６４，０００千円

１０３，９００千円 借入れ先の融資条件による。但し、企業
財政の都合により繰上げ償還または低利
に借り換えることができる。

償還の方法

国庫補助金

工事負担金

建設改良費

企 業 債

起債の目的 限度額 起債の方法 利　率



　（他会計からの補助金）

第８条  下水道事業の汚水処理費等に充てるため、地方公営企業法第１７条の３の規定による補助金として、関係市町からこの会計へ受け入れる金額は、

　１２１，０８３千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第９条  たな卸資産の購入限度額は、５６７千円と定める。

令和７年３月２８日 提　出

五領川公共下水道事務組合管理者　　河　合　永　充





予　算　に　関　す　る　説　明　書





　（１）収益的収入及び支出

収　入 （単位：千円） （参考）

1 下水道使用料

2 受託事業収益

3 他会計負担金

2 営業外収益

預金等利子

2 業務受託料

3 他会計補助金

4 長期前受金戻入

93,170

64,117

永平寺町からの汚水処理受託料金

中央浄化センター維持管理業務受託料等

雨水処理に係る組織市町からの負担金

国庫補助金 87,285

県補助金 682

坂井市補助金

5,757

工事負担金 145

受贈財産評価額

9,307受益者負担金・分担金

1 営業収益 294,117

1 受取利息及び配当金

11,190

157,287

114,193

13,454

27

537,260 255,157 1,277 255,310

300

123,086

121,083

13,454

111,896

142,988 14,299

987

121,083

令和７年度 五領川下水道事業会計予算実施計画

款 項 目 予定額 備　　　　　　考 課税売上 非課税売上 不課税収入
仮受消費税及
び地方消費税

1 下水道事業収益

254,884 290 13,454

25,516

25,489

27

樋門点検受託料

8,612

241,856

汚水処理等に係る組織市町からの補助金

987

4 その他の営業収益 290 指定工事店更新手数料等 290

273

243,143 273

987

5 消費税還付金

長期前受金の収益化に係る戻入

6,580 6,580

114,193

2,405

永平寺町補助金



支　出 （単位：千円） （参考）

1 営業費用
1 管渠費 給料

手当
法定福利費
修繕費
委託料
その他

2 処理場費 給料
手当
法定福利費
修繕費
委託料
その他

3 受託事業費 委託料
4 業務費 委託料

その他
5 総係費 給料

手当
法定福利費
委託料
その他

6 普及促進費 受益者負担金一括納付報奨金
7 減価償却費 固定資産の減価償却費
8 資産減耗費 固定資産の除却費

2 営業外費用
1 議会費 議員の報酬等
2 監査費 監査委員の報酬等
3 支払利息 企業債利息

3 予備費

0 5,59261,517 61,517

234,430

56

370

234,430

310

4,677

4,161
820

8
12

15,526

3 45

5,730

5,061

94

4,161

94

812

200

265

292

1,108

200

155,924

3,190

81
14,315

14,300

目 予定額 不課税支出

292
21,863

34

506

18,068

仮払消費税及
び地方消費税

47

799

6,270

13,863

6,460 64

6,275
190

572

4,640

1,170
81

3,466

0

款
1 下水道事業費用

項 備　　　　　　考

11

259,256
3,136

219,808

869

6,000

課税仕入

924151
218,652

9,246

非課税仕入

1,418

259,566

167,047

うち貯蔵
品払出額

2,774 142,690

995

3,724

503,524

1,933

4,807
3,753

14,269

21,978

15,846

2,021

1,427
911

55,925

519,420

9,289

336

1,422

14,300



　（２）資本的収入及び支出

収　入 （単位：千円） （参考）

1 資本的収入
1 工事負担金

1 受益者負担金 受益面積に対する負担金
2 企業債

1 企業債
2 資本費平準化債

3 国庫補助金
1 国庫補助金

支　出 （単位：千円）

1 資本的支出
1 建設改良費

1 管渠整備費 構築物、機械及び装置等
2 処理場整備費
3 営業設備費
4 事務費 給料

手当
法定福利費
委託料
その他

1 企業債償還金 企業債償還元金

　（３）棚卸し資産購入額

課税仕入 非課税仕入 不課税支出

　量水器及び汚水桝等購入分

23

1,697

298
構築物、機械及び装置等

1,697

184,694
184,694

19,483

184,694

1,697

515

23250量水器、工具､器具及び備品等
29,252

180,546
9,200

4,914 18,154

435

3 企業債償還金

1 退職手当組合積立金

2 退職手当組合積立金

2,380

16,413

219,296
19,08923406,370

2,723

償還元金と減価償却費の差に対する平準化債

170

非課税仕入

8,364
164,133

1,8157,586

19,089

25

836
190,901

170

103,900

課税売上 非課税売上款 項 目 不課税収入予定額

103,900

款 目項

7,609

267,070

194,683190,901

建設改良費に対する国庫補助金

64,000

不課税支出

備　　　　　　考

23

課税仕入予定額

99,000
99,00099,000

1,697

64,000
建設改良費に対する企業債

備　　　　　　考

267,070

167,900

99,000

170

仮払消費税及
び地方消費税

うち貯蔵
品払出額

170

仮受消費税及
び地方消費税

167,900

184,694184,694

仮払消費税及
び地方消費税

2,380
2,380

52



（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 　　　固定資産の取得による支出

　　　減価償却費 　　　国庫補助金による収入

　　　資産減耗費 　　　工事負担金による収入

　　　引当金の増減額(△は減少) 　　　一般会計からの繰入金による収入　　　退職手当組合積立金の積立による支出

　　　長期前受金戻入 　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　受取利息及び受取配当金

　　　支払利息 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　未収金の増減額(△は増加) 　　　建設改良企業債による収入

　　　たな卸資産の増減額(△は増加) 　　　建設改良企業債の償還による支出

　　　未払金の増減額(△は減少) 　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　その他流動負債の増減額

　　　　小　　　　計 Ⅳ　資金増減額

　　　利息及び配当金の受取額 Ⅴ　資金期首残高

　　　利息の支払額 Ⅵ　資金期末残高

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

△200,212,000 

106,784,250 

4,161,000 

7,713,000 

14,300,000 

△2,380,000 

93,471,250 

令和８年３月31日

△38,403,150 

△987,000 

予定キャッシュ・フロー計算書

△184,694,000 

234,430,000 

987,000 

200,000 

△114,193,000 

454,628,360 

△16,794,000 

90,000,000 

170,000 

△112,422,000 

△5,862,600 

△35,744,750 

5,675,000 

167,900,000 

△14,300,000 

令和７年４月１日～

△249,000 

490,373,110 



１．総括（会計年度任用職員以外の職員） （単位　千円）

（単位　千円）

資本勘定支弁職員

0

区　　　　分

児童

0

189

通勤

2190

297123

0

2,3800

住居 退職

1,508

0

1

4

3,3870

0

△432

損益勘定支弁職員

0

18,582

4,851

350

25,684

合 計

6,883 17,446

28,736

8,238

3,176

4

特殊勤務

408

9,370

3

4,684

0

0

3,166 504 0

△900

管理職期末

156

本　年　度

合 計

△1,674 420

△162 0

時間外

比　　　較 △204

269 2,5100

350 20,622

9,746

350 10,270

手
当
の
内
訳

350 9,376

手　　当

給与費明細書（前年度当初予算との比較）

給　　　　　　与　　　　　　費

3,029

職員数

特別職
（人）

5,827

法定福利費 合　　　計

0

0

3

11

0

10,1548,457

△1,893

15,553

△2,040

30,368

11

損益勘定支弁職員

報　　酬

15,064

△837

前
年
度

比

較

合 計

本
年
度

△774

資本勘定支弁職員

△1,632

63資本勘定支弁職員

1

△1,056

11損益勘定支弁職員

0

給　　料

123 3,370

24,01014,290

10,213

4,726

11

1,697

計

3,5430 4,914

一般職
（人）

区　　　分 勤勉

28

0

0

240

0936

扶養

△130

2,660

△147

2,822

0

240前　年　度



２．給料及び手当の増減額の明細

 給与改定の状況
給料の改定率

給与改定の実施時期　令和6年4月

平均昇給率

 職員数の異動状況

 本年度
 前年度

 制度改正の内容
期末勤勉手当年間支給率0.1月分の増

３．給料及び手当の状況

(1) 職員一人当たり給与 (2) 初任給

4人

3.78%

（ 計 ）

 前年度

平均給料月額（円）

176,100

短　大　卒

0人

28

令和6年1月1日現在

△324

△ 900

4人

（その他）

0

区 分

201,000

166,600

令和7年1月1日現在

平均年齢    （歳）

令和6年1月1日現在

増減額(千円)

△390

一般行政職(円)

昇 給 に 伴 う
増 加 分

時 間 外

 区　 　　分

0

108

0人
4人

321,375

現に在職
する職員数

297,125

扶　　養

児　　童

勤　　勉

187,300

住　　居

 職員の異動に伴う減

期　　末 特殊勤務 0

4人
△1,480

管 理 職

325,675

平均年齢    （歳）

0.70%

△1,248

348

備 考

43

退　　職

188,000

 職員の異動に伴う減

手　当

598

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

区　 　　分

43

高　校　卒

大　学　卒

通　　勤 0

213,600

そ の 他 の
増 減 分

 期末勤勉手当

給 与 改 定 に
伴 う 増 減 分

学　歴

平均給与月額（円）

制 度 改 正 に
よ る 増 減 分

一般行政職(円)

高　校　卒

そ の 他 の
増 減 分

△130

大　学　卒

短　大　卒

△ 774給　料

358,821

説 明増減事由別内訳(千円)

△432

令和7年1月1日現在

0



(3) 級別職員数

(4)級別職務内容

(5)期末手当．勤勉手当 

(6)その他の手当                   

 区　 　　分

2

 ４　級

支 給 率 計

25.0２級

一 般 行 政 職

1

構成比(％)

25.0

 ２　級  ５　級

係長・次長・局長

12月(月分)

 １　級

次 長 ・ 局 長

３級

１級

住 居 手 当

級

前 年 度

0.0

５級

区　　　分

令和7年1月1日現在

0

３級

主 査

(月分)

4.600

支 給 期 別 支 給 率

計

0.0

級

100.0

一 般 行 政 職

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

４級

25.0

4

職員数(人)

１級

0.0

0.0

125.0

構成比(％)

50.0

0

計

令和6年1月1日現在

２級

100.0

0.0

職員数(人)

５級

有

６級

0

0

有

構 成 団 体 と の 異 同

 ６　級

有2.250 2.350

主 事 ・ 技 師

4.600

 ３　級

同　　　じ

0.0

1

50.0

0

0

1

通 勤 手 当

同　　　じ

2

４級

６級

６月(月分)

同　　　じ

2.350 4.600

扶 養 手 当

参事・次長・局長

2.250

2.250 2.350

4

本 年 度

構 成 団 体

区 分

事務・技術職

 区　分



継続費に関する調書

期 間 金 額

債務負担行為に関する調書

759,600
令和６年度

期 間

千円 令和７年度から
令和10年度まで

金 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

35,794

59,246

款 項

95,040

事項

1資本
的支出

1建設
改良費

事業名

計 51,587 43,400 53

当年度損
益勘定留
保資金

千円

- 35,794 - 35,794

千円

100.0

損益勘定
留保資金

事業収益

千円

-

翌年度以降の
支払義務発生
予定額

18,600 6,424 12,176 - 12,176

千円 千円

95,040

19,687

千円

7

令和７年度から
令和９年度まで

-

千円令和５年度から
令和６年度まで

五領川浄化セ
ンター機械・
電気設備更新
事業

37.7

940,000

⑦

当該年度末ま
での支払義務
発生予定額

⑤

前年度末まで
の支払い義務
発生(見込)額

③

①　全　体　計　画

千円 千円 千円 千円 ％

限度額

⑥
国庫補助

金
企業債

前前年度末ま
での支払い義
務発生額

-

⑧②

16,100

年度

R6

-

千円 千円

31,900 27,300 46 - - 59,246 59,246 - 62.3

当該年度支払
義務発生予定
額

④

35,794 59,246

左の財源内訳

759,600

　管渠清掃点検業務委託
(R5～R9年度)

千円

備　考

R7

千円

同左財源内訳

千円

180,400

処理場等運転管理業務の共同化事業
（中央浄化センター・五領川浄化センター）

(R6～R10年度)

千円

年割額

千円

継続費の
総額に対
する進捗
率



円 円 円

１　営 業 収 益

(１) 下水道使用料

(２) 受託事業収益

(３) 他会計負担金

(４) その他の営業収益

２　営 業 費 用

(１) 管　渠　費

(２) 処 理 場 費

(３) 受託業務費

(４) 業　務　費

(５) 総  係  費

(６) 普及促進費

(７) 減価償却費

(８) 資産減耗費

(９) その他営業費用

　　営　業　損  失

３　営 業 外 収 益

(１) 受取利息及び配当金

(２) 業務受託料

(３) 他会計補助金

(４) 長期前受金戻入

４　営 業 外 費 用

(１) 議　会　費

(２) 監　査　費

(３) 支 払 利 息

　　経　常　利  益

　　当年度純利益

　　当年度未処分利益剰余金

969,000

11,447,000

339,000

16,430,000

126,794,000

234,575,000

16,031,000

15,000

令和６年度予定損益計算書　（前年度分）

273,000

223,128,000

11,447,000

14,088,000

499,754,000

令和６年４月１日～

251,005,000

11,447,000

56,000

247,849,000

令和７年３月31日

155,013,000

7,198,000

276,626,000

117,643,000

16,002,000

122,969,000

444,000

144,880,000

372,000

59,860,000

200,000

12,820,000



１　固 定 資 産 円 円 円 円

　(１) 有形固定資産

　　　イ 土      　地

　　　ロ 建      　物

　　　　 建物減価償却累計額

　　　ハ 構   築   物

　　　   構築物減価償却累計額

　　　ニ 機械及び装置

　　　   機械及び装置減価償却累計額

　　　ホ 車両運搬具

　　　   車両運搬具減価償却累計額

　　　ヘ 工器具及び備品

　　　   工器具及び備品減価償却累計額

　　　ト 建設仮勘定

　　　 有形固定資産合計

　(２) 無形固定資産

　　　イ その他無形固定資産

 　　　無形固定資産合計

　(３) 投資その他の資産

　　　イ 投資有価証券

　　　ロ 退職手当組合積立金
　　　ハ リサイクル預託金

　　　 投資その他の資産合計

       固定資産合計

２　流 動 資 産

　(１) 現 金 預 金
　(２) 未　収　金

 （３）貸倒引当金

　(４) 貯　蔵　品

　(５) 預　託　金

2,761,641,029

83,374,900

令和６年度予定貸借対照表　（前年度分）

△ 3,549,041,142

19,781,200

490,373,110

3,078,412,860

資      産      の      部

227,601,585

1,096,751,919

268,158,381

△ 151,105

△ 687,042,805

7,693,387

10,706,062

△ 3,296,693

4,549,149

972,956,400

5,096,244,045

1,252,456

10,706,062

119,753,800

4,857,936,398

485,632

△ 1,788,684,629

9,440

198,933

33,587,589

144,217,245

409,709,114

6,627,454,002

△ 25,894,202

令和７年３月31日



       流動資産合計
       資 産 合 計

３　固 定 負 債

　(１) 企　業　債

　　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　(２) 引　当　金

　　　イ 退職給付引当金

　　　ロ 特別修繕引当金

      固定負債合計

４　流 動 負 債

　(１) 企　業　債

　　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　(２) 未　払　金
　(３) 前　受　金

　(４) 引　当　金

　　　イ 賞与引当金

　　　ロ 法定福利費引当金

　　　ハ 修繕引当金
       引当金合計

 （５）仮受金

 　　　流動負債合計

５　繰 延 収 益

　(１) 長期前受金

　　　イ 補助金

　　　ロ 受贈財産評価額

　　　ハ 工事負担金

　　　ニ 受益者負担金・分担金

       長期前受金合計

　(２) 長期前受金収益化累計額

　　　イ 補助金

　　　ロ 受贈財産評価額

△ 2,862,386,675

△ 165,668,856

53,741,520

515,307,536

5,487,337,013

5,606,931,815

負　　　債      の      部

19,493,834

183,238,180

1,487,000

200,000

449,000

4,643,787,417

17,557,834

256,675,349

12,900,000

1,517,082,394

319,851,000

8,391,060

32,888,280

510,687,770

1,471,294,114

1,815



　　　ハ 工事負担金

　　　ニ 受益者負担金・分担金

       長期前受金収益化累計額合計

       繰延収益合計

       負 債 合 計

６　資　本　金

　(１) 固有資本金

　(２) 組入資本金

       資 本 金 合 計

７　剰　余　金

　(１) 資本剰余金

　　　イ 補助金

　　　ロ 受益者負担金

       資本剰余金合計

　(２) 利益剰余金

　　　イ 減債積立金

　　　ロ 利益積立金

　　　ハ 建設改良積立金

　　　ニ 当年度未処分利益剰余金

       利益剰余金合計

       剰余金合計

       資 本 合 計
       負債資本合計

59,955,053

69,273,294

135,649,942

1,721,421,997

△ 3,375,584,938

352,391,755

資　　　本      の      部

2,111,752,075

52,561,922

1,369,030,242

216,741,813

83,088,020

5,606,931,815

3,885,509,818

11,447,000

△ 345,564,992

1,299,756,948

24,000,000

△ 1,964,415

121,339,760



１　固 定 資 産 円 円 円 円

　(１) 有形固定資産

　　　イ 土      　地

　　　ロ 建      　物

　　　　 建物減価償却累計額

　　　ハ 構   築   物

　　　   構築物減価償却累計額

　　　ニ 機械及び装置

　　　   機械及び装置減価償却累計額

　　　ホ 車両運搬具

　　　   車両運搬具減価償却累計額

　　　ヘ 工具、器具及び備品

　　　   工具、器具及び備品減価償却累計額

　　　ト 建設仮勘定

       有形固定資産合計

　(２) 無形固定資産

　　　イ その他無形固定資産

　　　 無形固定資産合計

　(３) 投資その他の資産

　　　イ 投資有価証券

　　　ロ 退職手当組合積立金
　　　ハ リサイクル預託金

　　　 投資その他の資産合計

       固定資産合計

２　流 動 資 産

　(１) 現 金 預 金
　(２) 未　収　金

 （３）貸倒引当金

　(４) 貯　蔵　品

　(５) 預　託　金

5,060,245,045

1,096,751,919

198,933

5,195,062

令和８年３月31日

2,994,824,860

資      産      の      部

4,825,068,398

734,632

33,768,589

802,456△ 3,746,693

85,754,900

25,643,800

△ 27,418,202

△ 1,873,920,629

9,440

令和７年度予定貸借対照表　（当年度分）

6,350,387

1,048,877,400

△ 3,667,342,142

144,217,245

229,981,585

454,628,360

4,549,149

6,662,167,002

△ 710,450,805

268,158,381

5,195,062

119,753,800

△ 151,105

2,922,798,029

386,301,114



       流動資産合計
       資 産 合 計

３　固 定 負 債

　(１) 企　業　債

　　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　(２) 引　当　金

　　　イ 退職給付引当金

　　　ロ 特別修繕引当金

       固定負債合計

４　流 動 負 債

　(１) 企　業　債

　　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　(２) 未　払　金
　(３) 前　受　金

　(４) 引　当　金

　　　イ 賞与引当金

　　　ロ 法定福利費引当金

　　　ハ 修繕引当金

       引当金合計

　(４) 仮受金

       流動負債合計

５　繰 延 収 益

　(１) 長期前受金

　　　イ 補助金

　　　ロ 受贈財産評価額

　　　ハ 工事負担金

　　　ニ 受益者負担金・分担金

       長期前受金合計

　(２) 長期前受金収益化累計額

　　　イ 補助金

　　　ロ 受贈財産評価額

4,733,787,417

1,229,000

214,190,199

8,391,060

17,557,834

15,338,370

319,851,000

負　　　債      の      部

515,477,536

△ 171,425,856

△ 2,961,371,675

1,458,457,114

179,281,180

5,541,299,665

1,510,245,394

19,168,834

382,000

33,888,280

481,054,620

5,577,507,013

400,000

17,900,000

1,815



　　　ハ 工事負担金

　　　ニ 受益者負担金・分担金

       長期前受金収益化累計額合計

       繰延収益合計

       負 債 合 計

６　資　本　金

　(１) 固有資本金

　(２) 組入資本金

       資本金合計

７　剰　余　金

　(１) 資本剰余金

　　　イ 補助金

　　　ロ 受益者負担金

       資本剰余金合計

　(２) 利益剰余金

　　　イ 減債積立金

　　　ロ 利益積立金

　　　ハ 建設改良積立金

　　　ニ 当年度未処分利益剰余金

       利益剰余金合計

       剰余金合計

       資 本 合 計
       負債資本合計

△ 354,870,992

83,088,020

52,561,922

1,729,134,997

360,104,755

224,454,813

1,369,030,242

2,087,729,075

1,299,756,948

3,812,164,668

△ 3,489,777,938

△ 2,109,415

121,339,760

5,541,299,665

資　　　本      の      部

24,000,000

19,160,000

69,273,294

135,649,942

59,955,053



注 記

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　(１)　有価証券

　　　イ　満期保有目的の債券

　　　　　償却原価法（定額法）によっている。

　　　ロ　その他有価証券

　　　　　原価法によっている。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(１) 有形固定資産

　　　　定額法

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　建物 10 年～50 年

　　　　　　構築物 10 年～50 年

　　　　　　機械及び装置 5 年～50 年

　　　　　　車両運搬具 5 年

　　　　　　工具、器具及び備品 5 年～15 年

　　(２) 無形固定資産

　　　　定額法。なお、自己利用のソフトウェアについては利用可能期間（５年）に基づいている。

　３　引当金の計上方法

　　(１) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　(２) 退職給付引当金

　　　　　当事業年度末における退職手当の要支給額から福井県市町総合事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

　　　　　なお、当事業年度末における福井県市町総合事務組合における積立金相当額は退職手当の要支給額を超過しており、退職手当組合積立

　　　　金を計上している。



　　(３) 賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業

　　　　年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

　　(４) 修繕引当金

　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。

　４　消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　(１) 報告セグメントの決定方法

　　　　五領川下水道事業は、公共下水道事業を運営しており、汚水処理のみを行っていることから報告セグメントは単一としている。


